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医業経営環境の変化

① 我が国の人口動態
・人口ピラミッドの変化
・長寿・少子高齢化 人口減少

② 地域偏在（異なる将来人口動態）

③ 独居・夫婦のみ世帯の増加

④ 疾病構造の変化

⑤ 医療・介護提供体制の変化と見直し

⑥ 医療費抑制などの政策（社会保障費の上昇、財源不足）

⑦ 働き方改革（雇用者不足）＜IT化＞

⑧ With＆Afterコロナ禍の医療
令和２年 １月１６日 新型コロナウイルス感染症(COVID-19)

2



わが国の保険医療制度の特徴

医療保険は、保険証があれば全国どこでも保険医療機関で受診ができる
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２０２４年（令和４年）
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能登半島地震
6

令和6年能登半島地震により犠牲となられた方々に深く哀悼の意を表するとともに、
被災された皆様、また、ご家族・関係者の皆様に心よりお見舞い申し上げます。

1月1日 16時10分



２０２４年（令和６年）は、辰年（たつ年）
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動物にあてはめると竜（龍）ですが、竜は十二支で唯一の想像上の動物



新型 コロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 は 、昨年 5 月 8 日 か ら 5 類 感 染 症 に
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２０２４年（令和６年）４月１日で変わったこと
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時間外労働の上限規制
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https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/overtime.html
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その背景
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2025年問題
14

「団塊世代」と言われる約800万人が後期高齢者である75歳以上になるため、

現在の社会保障財政が問題視されている中、現在の税金でま賄い切れない医
療費や介護費などが急増する可能性が極めて高いことが計算上わかっている。

この2025年問題に対して、どのような対策をなすべきかも日本政府の大きな課
題の1つであると言えます。

「団塊世代」とは、第一次べビーブームによって誕生した子どもたちのことで、当
時の合計特殊出生率は4.0を超えていました。つまり、夫婦1組に対して平均4人
以上の子どもを産み育てた計算になります。

これにより、2025年には日本人口の5人に1人が75歳以上となり、3人に1人が65
歳以上となるので、超高齢化社会に突入していきます。この超高齢社会への突
入こそが2025年問題と言われる由縁です。
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日本の人口の推移
16

（出所）
2020年までの人口は総務省「国勢調査」、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、2025年以降

は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

日本の人口は近年減少局面を迎えている。2070年には総人口が9,000万人を割り込み
高齢化率は 39％の水準になると推計されている。



人口戦略会議
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提言 2100年の人口 8000万人規模に“成長力のある社会
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人口戦略会議 19



７５歳以上（後期高齢者）の人口推移
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労働力人口の減少
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少子高齢化の影響
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人口構成変化・新型コロナの影響 IT化からDX

人口減少 高齢化 ２０２５年問題
（2025年には、団塊の世代が約2,200万人を超え、国民の4人に1人が75歳以上）

高齢化により医療・介護費の上昇
医療機関の機能分化 （総合病院） 病院統合 地域医療計画

新型コロナ 働き方の変化 在宅勤務、テレワーク ZOOM

急激な通信手段の変化 動画配信
予防接種予約や罹患者の登録

アフター２０２５年問題 生産人口の減少 生産性の向上が必要



国家予算
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国家予算の成立までの流れ
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令和６年度予算の全体像
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https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2023/r6_yosannnozentai.pdf

令和５年７月 25 日
経済財政諮問会議



令和６年度予算政府案について
27

概算の変更に伴い「令和６年度予算のポイント」が以下のとおりとなっております
（下線部が変更箇所）。



全世代型社会保障構築会議 報告書 概要
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2040年までの人口等に関する短期・中期・長期の見通し
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全世代型社会保障構築会議 報告書 概要



点数関連
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令和６年度（2024年度）の報酬改定
31

令和６年は、
介護・障害報酬、薬価改定は

４月１日
診療報酬は６月１日

（デイケア・デイサービス）

トリプル改定
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令和６年度（2024年度）の報酬改定とは
33

医療、介護、障害福祉サービスの報酬を同時改定

（ 6年に1度のトリプル改定）

ポスト2025年を見据えた医療・介護提供体制の姿を想定
（ 2025年問題とは 団塊の世代が全て75歳以上の高齢者（後期高齢者）になる

改定のポイントとしては、
人材確保・働き方改革、医療DX推進、地域包括ケアシス
テムの深化・推進、質の高い医療の推進、医療保険制度
の安定性・持続可能性の向上などが挙げられます。

「令和６年度診療報酬改定の基本方針」にて概要確認

※診療報酬について 詳細は３月５日 告示された



令和 6 年度診療報酬改定に向けた検討の進め方
34

●令和 6 年度の診療報酬改定は、ポスト 2025 年も見据えた介護報酬及び障害福祉
サービス等報酬との同時改定であること

●2025 年に向けて地域医療構想の取組を進めるとともに、さらに医療介護総合確保促
進会議で「ポスト 2025 年の医療・介護提供体制の姿」がとりまとめられること

●感染症法・医療法改正により新たに追加された「新興感染症への対応」を含む５疾病

６事業等の見直しを行う第８次医療計画が令和６年度から開始になること

●医師の働き方改革として 2024 年 4 月に労働時間上限規制等、改正労働基準法
および改正医療法が施行すること

●医療 DX の実現に向けて、医療 DX 推進本部等において議論が進められていること

●革新的な医薬品や医療ニーズの高い医薬品の日本への早期上市や医薬品の安定的
な供給を図る観点から、「医薬品の迅速・安定供給実現に向けた総合対策に関する
有識者検討会」において、流通、薬価制度、産業構造の検証など幅広く議論し、
とりまとめが行われること

●プログラム医療機器（SaMD）の評価体系を検証し、今後のあり方について検討が求めら
れていること



https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/001177224.pdf
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協会けんぽの健康保険証（被保険者証）

マイナー保険証
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https://www.pref.aichi.jp/soshiki/imu/0000035382.html
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マーケティング
53

診療圏調査

クリニック開業前には、診療圏調査をおこなうことが必須です。診療圏の範囲は診
療科によって異なるので、マイナー科であればより広い範囲を調査することが必要
です。

ホームページやSNSを駆使する
開業にあたってホームページを作成することは必須です。
また、ホームページやSNSから情報を発信することも大切です。

SEO対策、MEO対策
より多くの人に自院のサイトを来訪してもらえるよう、SEO対策、MEO対策はしっかり
とおこなうことが必要です。



忘れてならないDX
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受付（待合側）
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受付（スタッフ側）
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待合室
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保険診療の基本的ルール
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保険診療等の理解のために （令和５年度）
60

https://www.mhlw.go.jp/content/001113678.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/001113679.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/001169307.pdf



診療報酬点数表
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診療報酬点数表の構成

算定要件 加算 施設基準

初・再診料
入院料
医学管理等
在宅医療
検査
画像診断
投薬
注射
リハビリテーション

処置
手術
麻酔
放射線治療
歯科矯正
病理診断
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「地域包括ケアシステム」とは、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、
予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する体制

要介護者等

⑤高齢期になっても住み続けることのできる高齢者住まいの整備
・一定の基準を満たした有料老人ホームと高専賃を、サービス付高齢者住宅として
高齢者住まい法に位置づけ

②介護サービスの充実強化
・特養などの介護拠点の緊急整備

・２４時間対応の定期巡回・随時対応サービスの創
設など在宅サービスの強化

③予防の推進
・できる限り要介護状態とならないための
予防の取組や自立支援型の介護の推進

④見守り、配食、買い物など、多様な生活
支援サービスの確保や権利擁護など
・一人暮らし、高齢夫婦のみ世帯の増加、
認知症の増加を踏まえ、様々な生活支援
サービスを推進

①医療との連携強化
・２４時間対応の在宅医療、訪問看護やリ
ハビリテーションの充実強化
・介護職員によるたんの吸引などの医療行
為の実施

地域包括ケアシステム

予防

生活
支援

介護

医療

住まい

【地域包括ケアの５つの視点による取組み】
地域包括ケアを実現するためには、次の５つの視点での取組みが包括的、継続的に行われることが必須

５つの視点

中学校区（おおむね３０分以内で駆け
つけられる圏域）

地域包括ケアシステムの構築 72



MAC&ｃBPミッドランド税理士法人 BP医業本部

介護保険制度とは

市町村が運営（保険者）し、日本国内に住所を有する

40歳以上の方を被保険者とした社社会保障制度

介護給付が受けられる人

第１号被保険者
６５歳以上の方

第２号被保険者
４０～６４歳以上の公的医療保険に加入している方

介護が必要になった原因に関われず
日常生活の基本的な動作について
介護や支援が必要と認められた方

介護が必要になった原因が
１６種類の特定疾病により
介護や支援が必要と認められた方

特定疾病の選定基準 http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/nintei/gaiyo3.html

市区町村から認定を受けたうえで

市町村が運営

（要介護認定）
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MAC&ｃBPミッドランド税理士法人 BP医業本部

介護サービスの種類 74
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介護医療院
など

ケアハウス
（一般型）

高齢者の住まいと介護度

シニア向け

分譲マンショ
ン

サービス付き
高齢者向け住宅

住宅型
有料老人ホーム

グル－プ
ホーム

介護付き
有料老人ホーム

老人保健施設

特別養護
老人ホーム

自

立

軽
介
護

中
介
護

重
介
護

医 療

住 宅

介 護
福 祉



医業経営 （収入）

医業収入 ＝ 保険収入 ＋ 保険外収入

保険収入 ＝ 診療単価 X 人数 X 日数

主な保険収入 ＝ 医療保険 ＋ 介護保険

保険外収入 ＝ 予防接種、健康診断、・・・・

保険収入＝自己負担金＋ 公費（保険負担）
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最も強い者が生き残るのではなく、
最も賢い者が生き延びるのでもない。

唯一生き残ることが出来るのは、
変化できる者である。

チャールズ・ダーウィン
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